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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第93期

第１四半期
連結累計期間

第94期
第１四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 15,054,546 14,288,621 60,608,404

経常利益 (千円) 1,026,826 1,073,604 4,406,200

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 661,447 827,703 2,707,973

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,575,460 △523,270 923,940

純資産額 (千円) 80,834,538 78,891,586 79,874,748

総資産額 (千円) 95,660,646 91,804,679 94,148,970

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 22.03 27.57 90.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.71 83.08 82.03
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境の改善傾向が継続する一方、個人消費には停滞感が

見受けられ、海外における英国のＥＵ離脱問題やテロ活性化等の影響から、景気は先行き不透明な状況で推移いた

しました。

このような環境のなかで、当社グループが営業の基盤を置く名古屋港の港湾貨物は、輸出は工作機械等が減少

し、輸入は原油や液化天然ガス等が減少したことにより、前年実績を下回りました。

当社グループといたしましては、輸出貨物は、自動車部品の取扱いが増加しましたが、工作機械等の取扱いが減

少となりました。輸入貨物は、油脂原料や建材等の取扱いが増加しましたが、非鉄金属や機械の取扱いが減少とな

りました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の当社グループの連結売上高は142億88百万円と前年同期と比べ７億

65　百万円（5.1％）の減収となりました。

営業利益は、８億21百万円と前年同期と比べ51百万円（6.7％）の増益となりました。

経常利益は、10億73百万円と前年同期と比べ46百万円（4.6％）の増益となりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、８億27百万円と前年同期と比べ１億66百万円（25.1％）の増益となりま

した。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

① 港湾運送およびその関連

（港湾運送部門）

当部門は、コンテナ船のターミナル業務ならびに自動車船および在来船業務が増加しましたが、沿岸作業の減少

等により、取扱いは減少となりました。

売上高といたしましては、85億15百万円と前年同期と比べ３億26百万円 (3.7％）の減収となりました。

（倉庫保管部門）

当部門は、国内および海外において、自動車部品等の取扱いが堅調に推移したことにより、取扱いは増加となり

ました。

売上高といたしましては、17億89百万円と前年同期と比べ１億12百万円 (6.7％）の増収となりました。

（陸上運送部門）

当部門は、自動車を中心とした内国貨物輸送の低迷により、取扱いは減少となりました。

売上高といたしましては、23億99百万円と前年同期と比べ２億38百万円 (9.0％）の減収となりました。

（航空貨物運送部門）

当部門は、航空貨物需要の低下により、輸出入ともに取扱いは減少となりました。

売上高といたしましては、４億79百万円と前年同期と比べ２億35百万円 (32.9％）の減収となりました。
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（その他の部門）

当部門は、内航海上運送および梱包作業の減少により、取扱いは減少となりました。

売上高といたしましては、９億２百万円と前年同期と比べ97百万円 (9.8％）の減収となりました。

これらの結果、港湾運送およびその関連の売上高は、140億86百万円と前年同期と比べ７億85百万円（5.3％）の

減収、セグメント利益（営業利益）は６億82百万円と前年同期と比べ23百万円（3.6％）の増益となりました。

 

② 賃貸

当事業は、土地賃貸面積の拡大により、増加となりました。

この結果、賃貸の売上高は２億２百万円と前年同期と比べ19百万円（10.5％）の増収、セグメント利益（営業利

益）は１億35百万円と前年同期と比べ27百万円（25.7％）の増益となりました。

 

（２）財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べて２億51百万円増加し、330億23百万円（前連結会計年度末比0.8％増）と

なりました。これは、非連結子会社であったMEIKO ASIA CO.,LTD.を当第１四半期連結会計期間より新規連結したこ

となどにより、現金及び預金が９億33百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が５億48百万円減少したことなど

によります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて25億95百万円減少し、587億80百万円（前連結会計年度末比4.2％減）と

なりました。これは、株式時価の下落等により投資有価証券が24億19百万円減少したことに加え、減価償却等によ

り建物及び構築物が３億円減少したことなどによります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて23億44百万円減少し、918億４百万円（前連結会計年度末比2.5％

減）となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて10億37百万円減少し、66億60百万円（前連結会計年度末比13.5％減）と

なりました。これは、主として法人税の支払等により未払法人税等が３億87百万円減少したことに加え、賞与の支

給により賞与引当金が６億96百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて３億23百万円減少し、62億52百万円（前連結会計年度末比4.9％減）とな

りました。これは、主として株式時価の下落に伴い繰延税金負債が３億56百万円減少したことなどによります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて９億83百万円減少し、788億91百万円（前連結会計年度末比1.2％減）とな

りました。これは、主として投資有価証券の時価下落によりその他有価証券評価差額金が９億63百万円減少したこ

となどによります。

 
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、取扱貨物量の伸び悩みや物流ニーズの多様化、雇用の確保によるコスト増

などの諸問題を抱え、厳しい状況が続くと予想されます。

このような経営環境のなかで、当社グループといたしましては、営業力の強化による取扱貨物量の確保ととも

に、倉庫の集約化や適正な人員配置を図るなど、諸経費の節減に努めることにより、当社グループ経営の一層の強

化・推進をはかり、企業収益の安定化に努力する所存であります。

 

EDINET提出書類

名港海運株式会社(E04328)

四半期報告書

 4/19



 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、事業における、経済状況・海外事業・自然災害・法令遵守・情報漏洩などの諸リスク

や、当社グループが営んでいる海・陸・空にわたる総合物流事業が公共的使命を有することを認識し、常にサービ

スの向上に努めております。

　当社グループといたしましては、今後におきましても、適正な利潤の確保と会社の安定、成長をはかり、すべて

のステークホルダーに報い、あわせて、名古屋港全体の発展に寄与する所存です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,006,204 33,006,204
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株で
あります。

計 33,006,204 33,006,204 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 33,006,204 ― 2,350,704 ― 1,273,431
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式

2,982,000
― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

29,811,000
29,811 ―

単元未満株式
 普通株式

213,204
― ―

発行済株式総数 33,006,204 ― ―

総株主の議決権 ― 29,811 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

名港海運株式会社
名古屋市港区入船
二丁目４番６号

2,982,000 ― 2,982,000 9.03

計 ― 2,982,000 ― 2,982,000 9.03
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 18,687,159 19,620,211

  受取手形及び売掛金 10,808,683 10,259,834

  有価証券 119,441 64,578

  繰延税金資産 666,033 424,795

  未収還付法人税等 130,417 93,615

  その他 2,387,922 2,588,072

  貸倒引当金 △27,288 △27,226

  流動資産合計 32,772,368 33,023,881

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 41,024,829 40,998,054

    減価償却累計額 △28,353,943 △28,627,820

    建物及び構築物（純額） 12,670,886 12,370,233

   機械装置及び運搬具 14,259,864 14,221,840

    減価償却累計額 △11,521,465 △11,629,129

    機械装置及び運搬具（純額） 2,738,399 2,592,710

   土地 21,567,784 21,542,036

   リース資産 723,762 805,663

    減価償却累計額 △410,157 △444,323

    リース資産（純額） 313,604 361,340

   建設仮勘定 354,566 562,680

   その他 1,487,780 1,475,012

    減価償却累計額 △1,120,011 △1,122,187

    その他（純額） 367,769 352,824

   有形固定資産合計 38,013,010 37,781,826

  無形固定資産 223,731 212,845

  投資その他の資産   

   投資有価証券 19,797,748 17,378,308

   長期貸付金 312,120 306,920

   繰延税金資産 398,027 440,654

   退職給付に係る資産 1,160,260 1,165,458

   その他 1,675,104 1,695,583

   貸倒引当金 △203,400 △200,800

   投資その他の資産合計 23,139,859 20,786,125

  固定資産合計 61,376,602 58,780,798

 資産合計 94,148,970 91,804,679
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 3,689,522 3,440,549

  リース債務 111,726 121,697

  未払法人税等 503,983 116,564

  賞与引当金 1,407,331 710,947

  その他 1,985,089 2,270,513

  流動負債合計 7,697,652 6,660,273

 固定負債   

  リース債務 238,222 273,050

  繰延税金負債 1,061,306 705,301

  役員退職慰労引当金 3,638 3,950

  退職給付に係る負債 4,248,449 4,249,674

  資産除去債務 430,138 436,000

  未払役員退職慰労金 298,250 298,250

  その他 296,564 286,591

  固定負債合計 6,576,569 6,252,818

 負債合計 14,274,222 12,913,092

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,350,704 2,350,704

  資本剰余金 1,601,584 1,601,584

  利益剰余金 69,967,954 70,343,401

  自己株式 △2,082,199 △2,082,199

  株主資本合計 71,838,045 72,213,491

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6,202,516 5,238,780

  為替換算調整勘定 △612,587 △995,752

  退職給付に係る調整累計額 △201,791 △186,662

  その他の包括利益累計額合計 5,388,136 4,056,366

 非支配株主持分 2,648,566 2,621,728

 純資産合計 79,874,748 78,891,586

負債純資産合計 94,148,970 91,804,679
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 15,054,546 14,288,621

売上原価 12,020,289 11,242,053

売上総利益 3,034,256 3,046,568

販売費及び一般管理費 2,263,912 2,224,896

営業利益 770,344 821,672

営業外収益   

 受取利息 3,575 5,158

 受取配当金 174,984 192,164

 持分法による投資利益 37,852 20,204

 その他 55,868 43,651

 営業外収益合計 272,279 261,178

営業外費用   

 為替差損 5,954 3,649

 固定資産除却損 5,659 221

 固定資産売却損 4,181 1,165

 会員権評価損 - 2,699

 その他 1 1,510

 営業外費用合計 15,797 9,246

経常利益 1,026,826 1,073,604

特別利益   

 移転補償金 - 196,000

 特別利益合計 - 196,000

税金等調整前四半期純利益 1,026,826 1,269,604

法人税、住民税及び事業税 64,021 160,563

法人税等調整額 278,226 248,693

法人税等合計 342,248 409,256

四半期純利益 684,577 860,347

非支配株主に帰属する四半期純利益 23,130 32,644

親会社株主に帰属する四半期純利益 661,447 827,703
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 684,577 860,347

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,109,316 △996,931

 為替換算調整勘定 △198,520 △406,388

 退職給付に係る調整額 14,281 15,131

 持分法適用会社に対する持分相当額 △34,195 4,569

 その他の包括利益合計 890,882 △1,383,617

四半期包括利益 1,575,460 △523,270

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,519,329 △504,067

 非支配株主に係る四半期包括利益 56,130 △19,203
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【注記事項】

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（１) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、当社の非連結子会社であったMEIKO ASIA CO.,LTD.は重要性が増したことに

より、連結の範囲に含めております。

 
（２）持分法適用の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、持分法非適用関連会社であった名南共同エネルギー㈱は、重要性が増した

ことにより、持分法の適用の範囲に含めております。
 

 

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

飛島コンテナ埠頭㈱   

連帯保証額  7,604,933千円  7,604,933千円

（契約上の当社負担額） (418,271) (418,271)

名古屋ユナイテッドコンテナ
ターミナル㈱

600,003 580,212

㈱知多共同輸送センター 800,000 786,668
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 568,501千円 555,047千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 300,279 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 300,234 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送および
その関連

賃貸 計

売上高      

 外部顧客への売上高 14,871,676 182,869 15,054,546 ― 15,054,546

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 30,725 30,725 △30,725 ―

計 14,871,676 213,594 15,085,271 △30,725 15,054,546

セグメント利益 658,462 107,736 766,198 4,145 770,344
 

(注) １　セグメント利益の調整額4,145千円は、主にセグメント間取引の調整であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送および
その関連

賃貸 計

売上高      

 外部顧客への売上高 14,086,463 202,158 14,288,621 ― 14,288,621

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 31,498 31,498 △31,498 ―

計 14,086,463 233,657 14,320,120 △31,498 14,288,621

セグメント利益 682,334 135,450 817,785 3,887 821,672
 

(注) １　セグメント利益の調整額3,887千円は、主にセグメント間取引の調整であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

　　１株当たり四半期純利益金額 22円03銭  27円57銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 661,447 827,703

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

661,447 827,703

   普通株式の期中平均株式数(千株) 30,027 30,023
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

 

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月９日

名港海運株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠   原   孝   広   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   伊   藤   達   治   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名港海運株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名港海運株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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